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重要取組シート 

 

 

取組項目 危機管理体制の強化 

現状・課題 

◼ 上町断層帯地震や南海トラフ巨大地震をはじめ、風水害、事故等を想定した各種訓

練や研修を計画に基づき体系的に実施し、BCPやマニュアルの見直しを重ねてい

る。 

◼ 災害時の応急給水や応急復旧、下水道の管路調査等に必要な人的・物的なリソース

不足に対応するため、他事業体や団体との協定締結や合同訓練を実施し、災害対応

の実効性を高める必要がある。あわせて、IoT等の新技術を積極的に活用すること

で、被害状況の情報収集や対策立案等の効率化・最適化を図り、迅速かつ的確な上

下水道施設や設備の復旧及び応急給水活動につなげる必要がある。 

◼ 市民による自助・共助の取組を推進するため、局の広報媒体やイベント等を活用

し、飲料水や携帯トイレの家庭内備蓄の重要性を積極的に啓発する。また、地域の

力で避難所の上下水道設備（簡易給水タンク、災害時給水栓、マンホールトイレ）

を設置・運用できるよう、区役所等との連携のもと校区防災訓練等の機会を通じて

支援していくことが求められる。 

取 組 の 

内  容 

◼ 訓練や防災教育等を通じて、職員が業務継続計画（BCP）や各種マニュアル、過

去の事故等の教訓を十分に把握し、災害発生時に自ら考え、迅速な初動対応がとれ

るようにする。 

◼ 災害対応タイムライン及び各種マニュアルに基づく訓練や漏水事故対応等を通じ

て得た課題や、能登半島地震の被災地への支援活動を通じて得た経験を整理し、被

災した際の復旧や受援体制の改善に繋げる。 

◼ 家庭内備蓄の啓発や校区防災訓練等への支援をはじめ、医療機関に対して施設や

給排水設備の耐震化や停電対策の啓発、技術的助言など自助・共助の活動を促進す

る。 

ス
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前期 

（～7月） 

□ 新規採用職員・転入者研修の実施（4月） 

□ 災害対策本部運営訓練（4月） 

□ 風水害対応訓練（6月） 

□ 各対策本部、各班における訓練、研修の実施（他団体等との訓練含む） 

（通年・随時） 

□ 各マニュアル等の更新（通年・随時） 

□ 各種広報媒体・イベントでの災害への備え等の啓発（通年・随時） 

□ 校区自主防災訓練等への職員派遣（通年・随時） 

□ 医療機関へ自助、共助の啓発（通年・随時） 

中期 

（～11月） 

□ 応援幹事都市（岡山市）での合同防災訓練の実施（9～10月） 

□ 各対策本部、各班における訓練、研修の実施（他団体等との訓練含む） 

（通年・随時） 

□ 各マニュアル等の更新（通年・随時） 

□ 各種広報媒体・イベントでの災害への備え等の啓発（通年・随時） 

□ 校区自主防災訓練等への職員派遣（通年・随時） 

□ 医療機関へ自助、共助の啓発（通年・随時） 

後期 

（～3月） 

□ 市政モニターアンケートの実施（12月）、結果の分析、検証（3月） 

□ 市主催訓練に連動した訓練の実施（1月） 

□ 上下水道局災害対応総括会議の開催（3月） 

上下水道局 

経営企画室、サービス推進部 

水道部、下水道管路部、下水道施設部 
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□ 各対策本部、各班における訓練、研修の実施（他団体等との訓練含む） 

（通年・随時） 

□ 各マニュアル等の更新（通年・随時） 

□ 各種広報媒体・イベントでの災害への備え等の啓発（通年・随時） 

□ 校区自主防災訓練等への職員派遣（通年・随時） 

□ 医療機関へ自助、共助の啓発（通年・随時） 

次年度 

以降 

□ 継続的に訓練を実施し、BCPやマニュアル等を改正 

□ 各対策本部における訓練の実施（随時） 

□ 校区自主防災訓練等への職員派遣（随時） 

進
捗
の
状
況 

前期 

（～7月） 

□ 新規採用職員・転入者研修の実施（4月） 

□ 令和 6 年能登半島地震の被災地支援で得た知見を踏まえ、本市防災対策の課題

等を整理し、訓練計画やマニュアル等を見直し（4月） 

□ 災害対策本部運営訓練（6月） 

□ 風水害対応訓練（7月） 

□ 各対策本部、各班における訓練、研修の実施（他団体等との訓練含む） 

（通年・随時） 

□ 各マニュアル等の更新（通年・随時） 

□ 各種広報媒体・イベントでの災害への備え等の啓発（通年・随時） 

□ 校区自主防災訓練等への職員派遣（通年・随時） 

□ 医療機関へ自助、共助の啓発（通年・随時） 

中期 

（～11月） 

□ 南海トラフ地震臨時情報に関する対応フローやマニュアルを整理（8月） 

□ 応援幹事都市（岡山市）での合同防災訓練の実施（10月） 

□ 令和 6年能登半島地震の教訓や課題等を踏まえ、BCPの見直しを検討（随時） 

□ 各対策本部、各班における訓練、研修の実施（他団体等との訓練含む） 

（通年・随時） 

□ 各マニュアル等の更新（通年・随時） 

□ 各種広報媒体・イベントでの災害への備え等の啓発（通年・随時） 

□ 校区自主防災訓練等への職員派遣（通年・随時） 

□ 医療機関へ自助、共助の啓発（通年・随時） 

後期 

（～3月） 
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